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１．エネルギー面的利用とは

• エネルギー面的利用とは、複数の

建物を熱導管や電力自営線で繋ぎ、

建物間で電力や熱の融通をするシ

ステムのことです。

• 天然ガス等を燃料とした自立・分

散型エネルギー（CGS）等をもち、

災害時に電力供給が途絶えた場合

も、自家発電を行い、業務継続を

行うことができます。

• また、平常時は排熱の利用や効率

的なエネルギーマネジメント等に

より省エネルギーや低炭素化に寄

与します。

ＣＧＳ：コージェネレ－ションシステム
ＥＭＳ：エネルギーマネジメントシステム
ＢＥＭＳ：ビルディングエネルギーマネジメントシステム

エネルギー面的利用のシステムイメージ
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２．エネルギー面的利用促進の背景・意義

国 大阪市
○大阪市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

○大阪市強靭化地域計画

・業務集積地区におけるエネルギー面的利用の推進
「市内中心部の業務集積地区において、コージェネレー
ションシステム等の自立・分散型エネルギーの導入や、
建物間を繋ぐネットワーク化によるエネルギーの面的利
用を推進する仕組み作りを進めます。」

・自立・分散型エネルギーの導入促進
「エネルギー需要密度の高い市内中心部において、
コージェネレーション、燃料電池、再生可能エネル
ギー、水素エネルギー、蓄電池等の自立・分散型電源
の導入とエネルギー融通によるエネルギーの面的利用
を促進し、災害時業務継続地区（BCD）を構築す
る。」

○国土強靭化基本計画

○エネルギー基本計画

「災害時の的確な情報提供、業務・商業地域における
地区としての業務継続の取組、大都市の主要駅周辺等
における帰宅困難者・避難者等の安全を確保するため
の取組について官民が連携して推進する」
「コージェネレーション等の地域における自立・分散
型エネルギーの導入を促進する」

・「国内危機」（地震・雪害などの災害リスク等）への
対応強化
「災害時における非常用電源については、各企業の自家
発電設備、燃料備蓄・調達等を関係企業間や地域内で融
通する仕組みの構築を促進する」

東日本大震災後の計画停電の経験から、災害時における業務継続機能の確保のニーズが高まっています。
また、今世紀後半に温室効果ガス排出の実質ゼロをめざすパリ協定の発効を受け、脱炭素社会への転換は
我が国の重要課題の一つです。それらの背景から、大阪市ではエネルギー面的利用の普及促進を行ってい
ます。
大阪市では、市内の業務継続地区において、平時における低炭素化、エネルギー効率化や災害時に備え

たBCP対策等の防災性向上に向け、エネルギー面的利用の導入により、エリアの競争力、ブランド力向上
を進めていきます。



３．エネルギー面的利用導入の主なメリット

規模のメリット

負荷平準化

スパイラルアップ効果

リダンダンシー（代替性）向上

面的利用により、エネ
ルギー需要がまとまり、
機器の大型化による効
率向上や未利用エネル
ギーの活用による規模
のメリットが期待でき、
より省エネで低炭素な
まちづくりが可能とな
ります。 高効率大型ガスエンジン

耐震性の高い中圧ガス配管を使用したＣＧＳは、
災害時にも継続して電力を供給できます。

阪神大震災で橋が
崩落しても添架し
ている中圧ガス配
管からのガスもれ
はありませんでし
た。

複数の熱供給プラン
トを繋ぐことにより、
常に効率の高い新し
いプラントを優先運
転させることができ、
地域のエネルギー効
率をスパイラル的に
向上させていくこと
ができます。

異なる用途の建物を
面的に繋ぐことによ
り、ピーク負荷を平
準化し、受電設備や
熱源設備の縮小によ
る建設費やエネル
ギーコストの削減が
可能となります。
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エネルギーの面的利用には、集約による規模のメリットや負荷平準化、プラント連携によるシステム効率
のスパイラルアップ効果、耐震性の高いCGSを活用することによる地域のリダンダンシー（代替性）向上
等のメリットがあります。



４．エネルギー面的利用の事例

六本木ヒルズ
立命館大学茨木キャンパス

＜事例＞大阪府茨木市における取り組み
・ 平成27年開設予定の立命館大学茨木ｷｬﾝﾊﾟｽ及びｲｵﾝ茨木は、非常時にCGS等の発電電力の一部を、茨木市が整備する防災公園へ
供給する予定。計画に当たり、大学、ｲｵﾝ及び茨木市は、「相互連携協力による災害に強いまちづくりに関する協定」を締結している。

出典：第12回住宅・建築物の省CO2ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ資料

防災公園

立命館大学

イオン茨木

〈非常時の取り組み〉

ｲｵﾝ茨木

学舎

岩倉公園
• 茨木市が整備
• 約6,600人を対象と

する一時避難場所

有楽町地区地域冷暖房 日本橋スマートシティ

■特徴
• 耐震性の高い中圧ガス

による発電
• 系統連系による電力会

社からの供給
• 電力･ガスが途絶えた

場合も備蓄灯油により
３日間の発電継続可能

• 東日本大震災
では、地区内
施設だけでな
く、東京電力
にも4,000kW
の電力を融通
しました。

• 立命館大茨木キャ
ンパス及びイオン
茨木は、非常時に
ＣＧＳ等の電力の
一部を、防災公園
へ供給しています。

• 計画に当たり、大
学、イオン、茨木
市は、「相互連携
協力による災害に
強いまちづくりに
関する協定」を締
結しています。

• 六本木ヒルズでは､大規模なＣＧＳと
熱供給設備を持ち､地区全体の電力･
熱需要需要を賄っています。

• 特区を利用し、耐震性の高い洞道を整備し、そこを活用し、通常
時の熱供給だけでなく、災害時にも電力・中水を供給します。

• 開発建物に加え、既存街区にも電力を供給する我が国初の特定送
配電事業です。

■特徴
• 電力供給の複線化

による⾧期停電時の
50％供給

• エネルギーマネジ
メントシステムによ
るCGSおよび熱源設
備の最適運用

• 街区内既存熱源設
備との併用による面
的利用最大化
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エネルギー面的利用には地域冷暖房や特定送配電
事業等全国で100以上の多くの事例があります。



エネルギー面的利用
導入支援施策
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国庫補助金・優遇税制

名称 区分 所管 概要

地域の特性を活かした
エネルギーの地産地消
促進事業費補助金（分
散型エネルギーシステ
ム構築支援事業）

補助
金

経済産
業省

地域のエネルギー需給の特性に応じてエネルギーの地産地消
を目指す事業を支援
• 事業化に向けた計画策定に対する支援（事業化可能性調査
やﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ策定支援:補助率3/4）

• システム構築補助(補助率2/3、1/2、1/3：自治体連携の場
合は2/3の場合有り)

国際競争拠点都市整備
事業（BCD整備型等：
国際競争業務継続拠点
整備事業）

補助
金

国土交
通省

災害に対する脆弱性を克服する観点から、エネルギーを安定
的に供給するために必要なエネルギー導管等の整備を行う新
たな支援メニューを創設する。（補助率:地方公共団体等2/5､
民間事業者等直接補助23%､民間事業者等間接補助23％の
2/3）

コージェネレーション
に係る課税標準の特例
措置の創設（固定資産
税）

優遇
税制

経済産
業者

コージェネレーション設備に係る固定資産税について、課税
標準を最初の3年間、課税標準となるべき価格の5/6に軽減す
る。
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エネルギー面的利用では国の補助金等の支援制度が用意されています。（平成30年度）



事業性評価支援ツール

■従来システムエネルギー消費量

需要分 補機分 合計 冷温水器 ボイラ 合計 電力 ガス 合計 電力 ガス 合計

MWh/年 MWh/年 MWh/年 千m3/年 千m3/年 千m3/年 GJ/年 GJ/年 GJ/年 t-CO2/年 t-CO2/年 t-CO2/年

新設 5,750 1,514 7,264 309 0 309 70,897 13,894 84,791 3,581 707 4,288

既設 0 223 223 126 0 126 2,173 5,677 7,850 110 289 399

エリア 5,750 1,737 7,487 435 0 435 73,070 19,571 92,641 3,691 996 4,687

■新規システムエネルギー消費量

需要 CGS発電量 補機分 購入電力 CGS ジェネリンク 冷温水器 ボイラ 合計 電力 ガス 合計 電力 ガス 合計

MWh/年 MWh/年 MWh/年 MWh/年 千m3/年 千m3/年 千m3/年 千m3/年 千m3/年 GJ/年 GJ/年 GJ/年 t-CO2/年 t-CO2/年 t-CO2/年

新設 5,750 3,614 1,232 3,368 819 193 12 0 1,024 32,872 46,094 78,967 1,660 2,346 4,006

既設 0 188 188 117 0 117 1,833 5,266 7,099 93 268 361

エリア 5,750 3,614 1,419 3,556 819 193 129 0 1,141 34,705 51,361 86,066 1,753 2,614 4,367

削減量 38,365 -31,789 6,576 1,938 -1,618 320

回収量 新設利用 融通利用 損失･余剰 利用率 寄与率 削減率 52.5% -162.4% 7.1% 52.5% -162.4% 6.8%

GJ/年 GJ/年 GJ/年 GJ/年 GJ/年 % %

熱利用 23,696 12,704 7,506 556 4,642 63 34

◇一次エネルギー消費量削減効果グラフ ◇CO2排出量削減効果グラフ

■ランニングコスト削減効果 ◇エネルギーコスト削減及び投資額増分グラフ

電力 都市ガス 合計 電力 都市ガス その他 合計

千円/年 千円/年 千円/年 千円/年 千円/年 千円/年 千円/年

新設 132,798 23,138 155,935 75,972 58,581 12,648 147,201

既設 5,644 9,454 15,097 5,226 8,769 - 13,995

エリア 138,441 32,591 171,033 81,198 67,350 12,648 161,196

削減量 57,243 -34,759 - 9,837

削減率 41.3% -106.7% - 5.8%

■単純投資回収年数 補助金

千円 297,728 0

千円 492,441 0

千円 194,714

年 19.8

電力

新設システム投資額

ガス使用量

ガス使用量

ランニングコスト削減分による単純投資回収年数

従来システム投資額

投資額増分

CO2排出量

従来

購入電力量 一次エネルギー消費量 CO2排出量

熱需要

一次エネルギー消費量

排熱

新規

92,641 

86,066 6,576 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

従来

新規

一次エネルギー消費量[GJ/年]

エネルギー消費量 削減量

4,687 

4,367 320 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

従来

新規

CO2排出量[t-CO2/年]

CO2排出量 削減量

171,033 

161,196 9,837 

0 50,000 100,000 150,000 200,000

従来

新規

エネルギーコスト[千円/年]

エネルギーコスト 削減量

297,728 

194,714 

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000

従来

新規

投資額[千円]

投資額 増加額

• エネルギー面的利用の導入効果を簡易に試算するソフトを作成しました。
• 建物・施設等の新たな開発があった場合、その新設建物内に電熱併給型のCGSを

設置し、新設建物及び周囲の既存建物との間においてエネルギーを融通した場合
の省エネルギー効果・ＣＯ2削減効果・投資回収年数を試算します。
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事業性評価支援ツール試算例①

• 30,000m2の新築事務所ビル2棟を連結したケース（合計60,000m2）
• CGS容量50%(555kW×2台)、平日のみ8～22時で運転
• 投資額は5.8億円（従来システムとの差額分は2.2億円）
• エネルギーコスト削減効果は1,300万円/年（投資回収年数：17.2年）
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新設
事務所ビル

30,000㎡

:電力 :熱(温･冷)
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吸収式
冷温水器

ガス供給網

系統電力

都市ガス

電力受変電設備

新築
事務所ビル

30,000㎡

■エネルギー・ランニングコスト削減効果■省エネルギー効果 ■CO2削減効果
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投資回収年数：17.2年
事業イメージ



事業性評価支援ツール試算例②

• 30,000m2の新築事務所ビルと30,000m2の新築ホテルを連結したケース
（合計60,000m2）

• CGS容量50%(503kW×2台)、24時間連続運転（平日・土日休日稼働）
• 投資額は5.9億円（従来システムとの差額分は2.1億円）
• エネルギーコスト削減効果は2,500万円/年（投資回収年数：8.2年）
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投資回収年数：8.2年
事業イメージ
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